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事業報告 

〔 
平成３０年７月１日から 

令和元年６月３０日まで 〕 
 
１．株式会社の現況に関する事項 

（１）事業の経過およびその成果  

当事業年度におけるわが国の経済は、緩やかな回復が続いており、今後の景気につきましても、

引き続き成長していくことが期待されています。一方で、雇用・所得の改善の伸びに比べると、個

人消費は緩やかにとどまっていることや、人材不足の影響を受け、事業の見直しを迫られる業種業

態も見受けられます。先行きのリスクとしては、海外経済の減速や通商問題の動向、為替相場の輸

出への影響、人件費や資材の高騰などによる国内経済の変動に留意する必要があります。 

 

当社が展開しているトイレ総合サービスの市場におきましても、景気回復による好影響が見られ、

トイレサービスへの需要は高まっています。 

 

当社のフランチャイズネットワーク事業においては、横ばい傾向にありますが、加盟契約数の差

などから、事業部門別売上高は 208,990 千円（前期比 98.9%）と減収になりました。 

 

 直営事業については、専門性への評価による受注や、地道な営業努力と顧客満足度向上に傾注し

た結果、売り上げの増加につながり、事業部門別売上高は 428,020 千円（前期比 106.4%）と、増収

になりました。 

 

代行事業については、トイレサービスや節水システムによる多店舗展開顧客との成約が継続して

進んだことから、事業部門別売上高は 202,554 千円（前期比 113.6%）と増収になりました。 

 

技術工事事業については継続的に管工事の入札受注があり、事業部門別売上高は 97,127 千円（前

期比 108.1%）と増収になりました。 

 

以上の結果、当事業年度の業績は、売上高 936,693 千円（前期比 106.2%）、営業利益は、売上の

増加に伴う原価や経費の上昇があったものの 66,193 千円（前期比 140.7%）と大幅に増益、経常利

益も 67,873 千円（前期比 121.1%）と増益、当期純利益も 46,692 千円（前期比 137.0％）と、増収

増益になりました。 

 

 

当社の事業部門は、1部門であります。販売実績は以下のとおりであります。 

事業部門別の名称 販売高(千円) 構成比(％) 前年同期比(％) 

 トイレの総合サービス事業 936,693 100.0 106.2 

合計 936,693 100.0 106.2 

（注） 売上高には、消費税は含まれておりません。 
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（２）設備投資等の状況 

当事業年度中において実施いたしました設備投資等の主なものは、次のとおりでありま

す。 

① 当事業年度中に完成した主要設備 
   該当事項はありません。 
② 当事業年度継続中の主要設備の新設、拡充 

業務効率化のため、支援ソフトの開発を発注しております。 
③ 重要な固定資産の売却、撤去、滅失 

該当事項はありません。 

 
（３）資金調達の状況 

該当事項はありません。 

 
（４）対処すべき課題 

 トイレの総合サービス業として、フランチャイズ事業を今後さらに発展していく為には、

以下のことが課題であると認識しております。 
①新製品・サービスの開発 

当社は創業以来トイレの総合サービス業として、着実に売上を伸ばしてまいりました。現

時点での主力商品のほか、お客様のニーズにあった製品の開発、新サービスの構築が重要

であると考えており、今後も新製品・新サービスを開発してまいります。 
②人材の確保と強化 

今後、事業の拡大の為の新製品開発や営業に対応するために優秀な人材の確保が重要であ

ると考えております。そのため、採用体制を更に強化するとともに、教育制度の拡充によ

って従業員の能力向上を図ってまいります。 
③内部管理体制の整備 

事業の拡大などにより、内部管理体制の強化が必要であると考えており、規程等の整備を

し、内部管理体制の構築をしてまいります。 

 
（５）財産および損益の状況の推移 

   期別 

区分 

平成28年6月期 

第27期 

平成29年6月期 

第28期 

平成30年6月期 

第29期 

令和元年6月期 

第30期 

売上高 
（千円） 813,358 864,564 881,910 936,693 

当期純利益 
（千円） 28,705 19,893 34,083 46,692 

1株当たり 

当期純利益 
（円） 

13,065.72 9,054.62 15,513.82 21,252.68 

総資産 

（純資産） 
（千円） 

593,068 

(172,079） 

570,889 

(187,323） 

623,284 

(216,514） 

635,748 

(258,283） 
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（６）重要な親会社および子会社の状況 
   ①親会社の状況 
    当社の親会社は（株）ヤマトホールディングスであり、同社は当社の株式を1,417株 
    （出資比率64.5％）保有しています。当社は、（株）ヤマトホールディングスに対し 
    継続的に経営指導料を支払うとともに、同社より経営に係る指導および助言の提供を 
    受けています。さらに、当社は同社に対し、営業・総務・経理事務業務の一部の委託 

    等を行っています。なお、令和元年６月30日現在において、同社の代表取締役山戸伸 
    孝が当社の代表取締役を兼任しています。 
   ②子会社の状況 
    該当事項はありません。 

 
（７）主要な事業内容  

    トイレの総合サービス事業 

 

（８）主要な営業所 

名称 所在地 

本 社 神奈川県横浜市神奈川区羽沢町685 

沖縄営業所 沖縄県宜野湾市新城2－32－11 

北陸営業所 石川県金沢市福久1－52 

東海営業所 愛知県西春日井郡豊山町豊場野田48 

 

（９）従業員の状況 

従業員数 前期末比増減数 平均勤続年数（年） 

３８（６）名 ０（０）名 １０．６年 

（注）従業員数の外数はパート従業員数です。 
 

（１０）主要な借入先及び借入額 

借入先 借入額 

 株式会社横浜銀行 75,863千円  

 横浜信用金庫 10,802千円  

 株式会社商工組合中央金庫      10,900千円  

日本政策金融公庫 8,242千円  

株式会社きらぼし銀行 6,000千円  

 

２．会社の株式に関する事項 
（１）発行可能株式総数 

 8,000株 

 
（２）発行済株式の総数 

 2,197株（自己株式91株を除く） 

 
（３）当事業年度末の株主数 

 50名 
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（４）上位10名の株主 

氏名又は名称 
所有株式数 

(株) 
発行済普通株式総数に対する所有

株式数の割合(％) 

株式会社ヤマトホールディングス 1,417 64.50 

菊地 宏子 200 9.10 

山戸 久美子 172 7.83 

山戸 里志 116 5.28 

松本 力 54 2.46 

山戸 幸弘 32 1.46 

鳥巣 武史 23 1.05 

安永 雅代 20 0.91 

吉岡 邦彦 20 0.91 

加藤 久子 12 0.55 

 
 
（５）その他株式に関する重要な事項 

    該当事項はありません。 

 

 

３．会社の新株予約権等に関する事項 

（１）当事業年度の末日に当社役員が有する職務執行の対価として交付された新株予約権の内容の

概要 

    該当事項はありません。 

 

（２）新株予約権の規模及びその変動状況 

 

 第１回新株予約権 第２回新株予約権 

付与日 平成 21 年 1 月 5 日 平成 21年 1月 5 日 

前事業年度末 

 

権利確定 

 

権利行使 

 

失効 

 

未行使残 

76 個 

 

 

 

 

 

76 個 

 

 

124 個 

 

 

 

 

 

124 個 

 

 

（注）取締役が保有している第２回新株予約権は、使用人として在籍中に付与されたものです。 

 

（３）当事業年度中に使用人等に対し職務執行の対価として交付された新株予約権の内容の概要 

    該当事項はありません。 
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４．会社役員に関する事項 

（１）当事業年度末における取締役および監査役の氏名等 

氏名 地位 他の法人等の代表状況等 

 山戸 伸孝 代表取締役 株式会社ﾔﾏﾄﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ代表取締役 

 松本 力 取締役 ― 

 鳥巣 武史 取締役 ― 

 松井 宏貴 監査役 ― 

  （注） 株式会社ヤマトホールディングスは当社の持株会社です。 

 

（２）取締役および監査役の報酬等の額 

取締役 ３名        40,900千円 

監査役 １名      500千円 

 
（３）社外役員に関する事項 

    該当事項はありません。 
 

５．会計監査人の状況 

該当事項はありません。 
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貸 借 対 照 表 
（令和元年６月３０日現在） 

（単位：千円） 

資産の部 負債の部 

科目 金額 科目 金額 

【流動資産】 297,473 【流動負債】 219,057 

 現金及び預金 119,840  支払手形 13,880 

 受取手形 4,914  買掛金 43,886 

 売掛金 90,762  一年内返済予定長期借入金 62,268 

 商品 61,996  未払金 37,392 

 原材料 2,258  未払費用 17,150 

 貯蔵品 418  前受金 3,610 

 前渡金 15,330  預り金 5,609 

 その他 2,755  未払法人税等 11,698 

 貸倒引当金 △803  未払消費税等 8,377 

    売上債権預り金 15,184 

【固定資産】 338,274 【固定負債】 158,407 

【有形固定資産】 193,091  長期借入金 49,539 

 建物 39,844  リース債務 2,210 

 建物付属設備 8,394  営業保証預り金 35,595 

 構築物 3,393  退職給付引当金 71,061 

 機械装置 5,219    

 車両運搬具 0    

 工具器具備品 1,193    

 リース資産 1,877 負債合計 377,464 

 土地 133,167 純資産の部 

 【無形固定資産】 1,522 【株主資本】 258,248 

 電話加入権 242 【資本金】 62,105 

 リース資産 124 【資本剰余金】 53,060 

 ソフトウェア 1,155 資本準備金 53,060 

【投資その他の資産】 143,660 【利益剰余金】 162,393 

 投資有価証券 925  利益準備金 775 

 出資金 520  その他利益剰余金 161,618 

 差入保証金 960   繰越利益剰余金 161,618 

 保険積立金 114,884  【自己株式】 △19,310 

 その他 545 【その他有価証券評価差額金】 34 

 繰延税金資産 25,824 純資産合計 258,283 

資産合計 635,748 負債および純資産合計 635,748 

(注)金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書 
（自平成３０年７月１日 至令和元年６月３０日） 

（単位：千円） 

  

科目 金額 

【売上高】   936,693 

【売上原価】   469,308 

   売上総利益   467,384 

【販売費及び一般管理費】   401,191 

   営業利益   66,193 

【営業外収益】     

 受取利息及び配当金 35   

 雑収入 4,433 4,469 

【営業外費用】     

 支払利息 728   

 為替差損 4   

 雑損失 2,056 2,788 

   経常利益  67,873 

   税引前当期純利益   67,873 

   法人税等 24,334  

   法人税等調整額 △3,153 21,181 

   当期純利益   46,692 

   (注)金額は、千円未満を切り捨てて表示しております 
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株主資本等変動計算書 

（自平成３０年７月１日 至令和元年６月３０日） 

（単位：千円） 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

項目 

株 主 資 本 評価・換算差額等 
純資産 

合計 

資本金 

資本 

剰余金 
利益剰余金 

自己 

株式 

株主資本 

合計 

その他 

有価 

証券 

評価 

差額金 

評価換算

差額等 

合計 

 
資本 

準備金 

利益 

準備金 

その他利益 

剰余金 利益剰余

金合計 繰越利益 

剰余金 

平成 30 年 7 月 1 日残高 62,105 53,060 775 119,759 120,534 △19,310 216,389 124 124 216,514 

事業年度中の変動額           

剰余金の配当 － － － △4,833 △4,833 － △4,833 － － △4,833 

当期純利益 － － － 46,692 46,692 － 46,692 － － 46,692 

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額） 
－ － － － － － － △89 △89 － 

事業年度中の変動額合計 － － － 41,858 41,858 － 41,858 － － 41,769 

令和元年6月30日残高 62,105 53,060 775 161,618 162,393 △19,310 258,248 34 34 258,283 
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【個別注記表】 

 

①重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法により評価しております。 

 

２．デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法によっております。 

 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

通常の販売目的で保有するたな卸資産 

評価基準は原価法(収益の低下による簿価切下げの方法)によっております。 

原材料 

最終仕入原価法を採用しております。 

商品・貯蔵品 

最終仕入原価法を採用しております。 

 

４．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く） 

建物・構築物・機械装置・工具器具備品 

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物付属設

備は除く）及び平成28年4月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定

額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物     ８～28年 

構築物    10～15年 

車両運搬具  ４年 

機械装置   ６～12年 

工具器具備品  ２～15年 

無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づ

いております。 
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リース資産 

   所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額ゼロとする定額法によっております。 

 

５．引当金の計上基準 

貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権の貸倒引当金は、法定繰入率により計上するほか、

個々の債権の回収可能性を勘案して計上しております。 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上

しております。なお、退職給付債務の算定に当たり、期末要支給額を退職給付債務とする簡

便法を採用しております。 

 

６．ヘッジ会計の処理 

ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。ただし、金利スワップ取引のうち、適用要件

を満たすものについては特例処理によっております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

金利関連・・・金利スワップ取引 

（ヘッジ対象） 

 金利関連・・・借入金 

ヘッジ方針 

金利情勢の変化に対応し、長期固定金利を実勢金利に合わせるために利用しております。な

お、投機目的のデリバティブ取引は行わないこととしております。 

ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段の指標金利とヘッジ対象の指標金利との変動等を考慮して判断しております。 

その他 

取引部門とは独立した管理部門により管理を行っております。また、規程による所定の報

告を定期的に行っております。 

 

７．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 
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②貸借対照表に関する注記 

 

第29期 
(平成30年6月30日) 

第30期 
(令和元年6月30日) 

１ (1)担保に供している資産 

建物 51,064千円

土地 132,667千円

合計 183,731千円

 (2)上記に対応する債務 

１年以内返済予定長期借入金 6,072千円

長期借入金 14,314千円

合計 20,386千円

 

上記資産に対応する根抵当極度額は 0千円です。 

１ (1)担保に供している資産 

建物 48,238千円

土地 132,667千円

合計 180,905千円

 (2)上記に対応する債務 

１年以内返済予定長期借入金 6,072千円

長期借入金 2,170千円

合計 8,242千円

 

上記資産に対応する根抵当極度額は 0千円です。 

２ 有形固定資産の減価償却累計額 117,687千円 ２ 有形固定資産の減価償却累計額124,467千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

12 
 

③株主資本等変動計算書に関する注記 

 
 
前事業年度(自 平成29年7月1日 至 平成30年6月30日) 
 
 
1．当該事業年度の末日における発行済株式の数                  2,288株 
 
2．当該事業年度の末日における自己株式の数                    91株 
 
3．当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 
 

平成29年9月26日の定時株主総会において、次の通り決議されました。 
 

① 配当金の総額                              4,833千円 
② 配当の原資                               利益剰余金 
③ 1株当たりの配当額                            2,200円 
④ 基準日                                平成29年6月30日 
⑤ 効力発生日                            平成29年9月27日 
 
4. 当該事業年度末日後に行う剰余金の配当に関する事項 
 

平成30年9月25日の定時株主総会において、次の事案を決議する予定です。 
 

① 配当金の総額                              4,833千円 
② 配当の原資                               利益剰余金 
③ 1株当たりの配当額                            2,200円 
④ 基準日                                平成30年6月30日 
⑤ 効力発生日                            平成30年9月26日 

 
 
 
当事業年度(自 平成30年7月1日 至 令和元年6月30日) 
 
 
1．当該事業年度の末日における発行済株式の数                  2,288株 
 
2．当該事業年度の末日における自己株式の数                    91株 
 
3．当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 
 

平成30年9月25日の定時株主総会において、次の通り決議されました。 
 

① 配当金の総額                              4,833千円 
② 配当の原資                               利益剰余金 
③ 1株当たりの配当額                            2,200円 
④ 基準日                                平成30年6月30日 
⑤ 効力発生日                            平成30年9月26日 
 
4. 当該事業年度末日後に行う剰余金の配当に関する事項 
 

令和元年9月25日の定時株主総会において、次の事案を決議する予定です。 
 

① 配当金の総額                              4,833千円 
② 配当の原資                               利益剰余金 
③ 1株当たりの配当額                            2,200円 
④ 基準日                                令和元年6月30日 
⑤ 効力発生日                            令和元年9月26日 
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監査役の監査報告書(謄本) 

 
 

監査報告書 

 

 私、監査役は、平成 30 年 7 月 1 日から令和元年 6 月 30 日までの第 30 期事業年度の取締

役の職務の執行を監査いたしました。その方法および結果につき以下のとおり報告いたし

ます。 

 

１．監査の方法およびその内容 

 監査役は、取締役および使用人等と意思疎通を図り、情報の収集および監査の環境の整

備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決済書類等を閲覧

し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。以上の方法

に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。 

 さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る計算書類（貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書につ

いて検討いたしました。 

 

２．監査の結果 

（１）事業報告等の監査結果 

  一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し 

    ているものと認めます。 

  二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な 

    事実は認められません。 

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果 

計算書類及びその附属明細書は、会社の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認めます。 

 

令和元年 9 月４日 

 

                        株式会社アメニティ 

                            監査役 松井 宏貴 印 

 


